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本研究では，健康寿命に影響する都市・交通要因について明らかとした．交通要因の中でも高齢者のた

めのバス運賃施策と健康寿命との関係について分析を行った．その結果，バス無料施策やバス割引施策に

関しては健康寿命や平均寿命を延伸する方向に寄与していることが示された．その一方で，バス乗り放題

施策は，健康寿命や平均寿命を減少させる方に影響している結果となった．これは，乗り放題施策を実施

している都市は，他の高齢者のためのバス運賃施策を実施していない傾向にあることや，施策利用料金が

比較的高額であるために利用者が少ないことが原因であると推測された．ただしこれらの結果は推測の域

を出ておらず，今後は施策の利用者数と健康寿命との関係や，それらの因果関係について検証することが

課題となる． 
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1. はじめに 

 

 我が国の平成30年10月1日現在の65歳以上人口は約

3,558万人となり，総人口に占める割合（高齢化率）は

28.1%となった1)．今後も高齢化率は上昇を続け，令和47

年には38.4%に達し，国民の約2.6人に1人が65歳以上とな

る社会が到来すると推計されている1)．これらの背景か

ら，高齢者の平均寿命の延伸だけでなく，健康寿命の延

伸にも関心が高まっている．健康寿命とは，WHOが提

唱した指標で、平均寿命から寝たきりや認知症など介護

状態の期間を差し引いた期間であり，日本ではこの寝た

きりの期間が欧米各国と比べても長く6年以上にわたる

とされている1)．健康日本21では， 国民の健康の増進の

推進に関する基本的な方向として，健康寿命の延伸と健

康格差の縮小を掲げている．平均寿命と健康寿命の推移

をみる1)．平均寿命では，平成13年男性が78.07歳，平成

13年女性が84.93歳，平成28年男性が80.98歳，平成28年女

性が87.14歳となっている．健康寿命（日常生活に制限

のない期間）では，平成13年男性が69.4歳，平成13年女

性が72.65歳，平成28年男性が72.14歳，平成28年女性が

74.79歳となっている．平均寿命と健康寿命でともに延

伸する結果となっている．ここで平均寿命と健康寿命の

差をみると，平成13年男性で8.67歳，平成13年女性で

12.28歳，平成28年男性で8.84歳，平成28年女性で12.35歳

となっている．平均寿命と健康寿命自体は延伸している

ものの，その差は縮まっていない． 

 平均寿命，健康寿命，平均寿命と健康寿命の差につい

て都道府県別に比較する1)．男性の平均寿命では滋賀県

が最も高く87.78歳，青森県が最も低く78.67歳となって

いる．女性の平均寿命では長野県で最も高く87.67歳，

青森県で最も低く85.93歳となっている．男性の健康寿

命では山梨県が最も高く73.21歳，秋田県が最も低く

71.21歳となっている．女性の健康寿命では愛知県が最

も高く76.32歳，広島県が最も低く73.62歳となっている．

平均寿命と健康寿命の差では，男性では奈良県が最も大

きく9.97歳，青森県が最も小さく7.03歳となっている．

女性では広島県が最も大きく13.71歳，栃木県が最も小

さく10.51歳となっている．平均寿命と健康寿命の差に

ついて，男性では奈良県と青森県で2.94歳，女性では広

島県と栃木県で3.20歳の差がみられる．都道府県により

平均寿命，健康寿命，平均寿命と健康寿命の差が異なる

ことから，都市の構造や食生活など何らかの要因が影響

していることが考えられる． 

 本研究では，健康寿命や，平均寿命と健康寿命の差に

寄与する都市・交通要因について明らかとすることを目

的とする． 
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2. 本研究の位置付け 
 

(1) 健康寿命と都市・交通要因に関する既存の研究 

 健康や健康寿命と都市・交通要因との関係について分

析を行った研究は以下のようなものがある．秋山・井ノ

口2)は，都道府県単位のデータ分析から，自動車保有台

数が多いほど健康寿命が長くなる傾向にあることを示し

ている．佐々木3)は，アンケート調査から公共交通を利

用しての診療所や病院までのアクセシビリティが悪い地

区では，健康状態が悪いと回答する確率が高まる傾向に

あることを示している．張・小林4)は，アンケート調査

の結果から，大都市では公園までの距離が，その他地方

政令都市ではバス停までの距離が健康関連QOLに有意に

影響していることを明らかとしている．森ら5)は，都道

府県を対象としたデータ分析から，公共交通利用分担率

が高くなると，糖尿病や高血圧性疾患などの受療率が低

いことや，年間医療費が低い傾向について示している．

一方で，公共交通利用分担率が高いほど健康寿命や健康

自覚期間の平均が小さくなる，想定とは逆の傾向につい

ても示されている．このことから，健康寿命を構成する

要素は様々であり，身体活動との関係は一概には言えな

いこととしてまとめられている．谷本6)は，アンケート

調査の結果から公共交通の利用が、階段を手すりや壁を

つたわらずに昇ることや、15分くらい続けて歩くことな

どの運動機能の向上に有意に影響していることを示して

いる．安東ら7)は，病院職員へのアンケートおよび健康

診断結果から，与謝の海病院では，バス利用頻度が中性

脂肪や血糖値を下げる影響について示している．内藤ら
8)は，二次医療圏レベルの平均自立期間に対し，女性65

歳のものでは認知症サポーターの割合が高い方が自立期

間が長いことや，男性65歳のものではリハビリ療法士数

が高い方が自立期間が長いことなどについて示している． 

 

(2) 高齢者の健康への影響要因 

 高齢者の健康について，老年学を中心に数多くの研究

が行われている．例えば，Tamadaら9)の研究では，ほと

んど笑わない人は，ほぼ毎日笑う人と比較して新規要介

護認定リスクが1.4倍であることが示されている．また，

Saitoら10)の研究では，週に1回以上趣味やスポーツの会

に参加した高齢者はその後11年間の介護費用が30万円～

50万円低いことを示している．Fujiharaら11)の研究では，

社会参加の多い地域では，少ない地域と比較してIADL

低下のリスクが10%低いことを示している．Satoら12)の

研究では，山梨県のコミュニティ「無尽」の参加者は，

非参加者と比較して3年後に活動能力を維持している人

の確率が1.75倍であることを示している．Takahashiら13)

は，社会参加する高齢者は9年後の要介護リスクが0.8倍，

死亡リスクも0.8倍であることを示している．Taniら14)の

研究では，外出時に車を利用せず近隣に野菜や果物が手

に入る食料品店が存在しない場合，死亡リスクが1.6倍

になることを示している．吉澤ら15)の研究では，高齢者

のフレイル（加齢により心身が老い衰えた状態）に対す

るリスクが，身体活動を行っておらず，文化活動とボラ

ンティア・地域活動を行っている人で2.2倍，身体活動

を行っており，文化活動とボランティア・地域活動を行

っていない人で6.4倍であることを示している．このこ

とから，高齢者のフレイルに対するリスクとして，身体

活動だけでは十分でないことが示唆されている．Holt-

Lunstad Jら16)は，太りすぎないことや，運動すること，

アルコールを飲み過ぎないこと，たばこを吸わないこと

よりも，社会とのつながりの種類や量が多いことや，社

会とのつながりを介して受け取る支援が多い方が死亡リ

スクが低いことを示している． 

 以上の研究などから，高齢者の健康について，身体機

能の維持だけではなく，交流や会話が重要であることが

示唆されている． 

 

(3) 本研究の対象と位置付け 

 既存の研究では，都市の環境や公共交通の利用が外出

や健康寿命に寄与していることや，高齢者の健康に対し

外出や会話が重要であることを示している．本研究では，

車を運転できなくなった高齢者の外出手段として代表的

なバスに着目した．その中でも，高齢者のバスに対する

運賃施策が健康寿命に及ぼす影響について明らかとする．

高齢者に対するバス運賃施策が実施された場合，高齢者

の外出が促進され，その結果，健康寿命が延伸すること

に期待される．本研究では，全国の中核市を対象にした

アンケート調査から，高齢者のためのバス運賃施策の実

施状況について把握を行う．また，統計データを利用し

て健康寿命に影響するこれらの要因について分析を行う． 

 

中核市への
アンケート調査

交通
都市
施策

健康寿命
要因分析

 
図-1 本研究の分析対象 

 

 

3. 中核市における高齢者のバス運賃施策 
 

(1) アンケート調査の概要 

 本研究では，健康寿命に対する高齢者のバス運賃施策

の影響を把握することを目的としている．高齢者のバス

運賃施策の実態を把握するために，全国60の中核市の交

通担当部署に対するアンケート調査を行った．アンケー
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ト票は2020年12月15日に郵送し，web，紙面，エクセル，

FAXにより，41(68.3%)の自治体から回答を得ている．ア

ンケートの質問項目は，高齢者の移動に関する市の定量

的目標や定性的な目標の内容，高齢者の移動手段確保に

対する工夫，市の路線バス利用状況，高齢者の運賃施策

の内容などとしている．アンケートの概要について表-1

に示す． 

 

(2)高齢者の交通運賃施策 

 アンケートの結果から，中核市の高齢者の移動に関す

る定量的な目標設定・定性的な目標設定の状況について

図-2に示す．定量的な目標設定を行っている自治体は全

体の22.5%，定性的な目標設定を行っている自治体は

37.5%となった．定量的な目標設定の内容をみると，公

共交通の利用者数，公共交通運賃施策の利用状況，通い

の場に参加する高齢者の割合，ほぼ毎日外出する人の割

合などとなっていた．定性的な目標設定の内容をみると，

高齢者が安心して外出できる環境整備や，高齢者の外出

支援のための施策実施などとなっていた．回答が得られ

た自治体の目標の中には，高齢者の健康寿命について触

れられているものはなかった． 

 高齢者の移動手段確保の際の工夫について図-3に示す．

「あてはまる」「ややあてはまる」と回答したのは，「 

 

表-1 アンケートの概要 

調査票配布概要 
調査票配布対象：全国60の中核市の交通系部署 

調査票送付日：2020年12月15日 
調査方式：郵送・web,紙面,エクセル,FAXによる回収 
調査票回収状況：41市（68.3%） 
調査内容 
・高齢者の移動に関する目標設定 

-定量的な目標設定の有無とその内容 
-定性的な目標設定の有無とその内容 

・高齢者の移動手段確保の際の工夫(4件法) 
 -専門家の意見を取り入れている 
 -他都市の事例を参考にしている 
 -市民の意見を取り入れている 
 -同じ自治体の福祉系の部署と連携している 
 -同じ自治体の都市整備系の部署を連携している 
・路線バスの利用状況(2015年～2019年の各年) 
 -全体の利用者数 
 -高齢者の利用者数 
 -自治体からの財政負担 
・高齢者の移動のための公共交通料金施策(3つまで) 
 -施策名 -施策開始年月 -施策の内容 
 -施策実施の背景 -施策の利用者数(2019年・導入年)
 -施策に対する市の財政負担額(2019年・導入年) 
 -施策の効果検証の有無とその内容 
 -施策に対する市民の受容意識把握とその内容 

専門家の意見を取り入れている」で52.5%，「他都市の

事例を参考にしている」で67.5%，「市民の意見を取り

入れている」で85.0%，「福祉券の部署と連携してい

る」で57.5%，「都市整備系の部署と連携している」で

55.0%となった．同じ自治体内での他部署との連携を行

っているのはおよそ半数となっている． 

 高齢者のための運賃施策の実施状況について，図-4に

示す．何らかの運賃施策を行っているのが70.0%，行っ

ていないのが30.0%となった．高齢者のための運賃施策

を行っている自治体について，その内訳をみると路線バ

スに関する施策を行っているものが82.1%となった．複

数の施策を行っている自治体については，その1つ以上

で路線バスに関する施策を行っているものを集計してい

る．残りの17.9%はタクシー補助などの施策であった．

ここで，高齢者のための施策の実施の有無と，福祉系の

部署との連携の有無と関係について図-5に示す．施策を

行っている自治体で福祉系の部署との連携に「あてはま

る」「ややあてはまる」と回答したのは62.1%であった．

一方で，施策を行っていない自治体では50.0%となった．

施策を行っている自治体の方が福祉系の部署との連携を 

 

定量的な目標設定を

行っている

22.5%

定量的な目標設定を

行っていない

77.5%

定性的な目標設定を

行っている

37.5%

定性的な目標設定を

行っていない

62.5%

 

図-2 高齢者の移動に関する定量的・定性的目標設定 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専門家の意見を取り入れている

他都市の事例を参考にしている

市民の意見を取り入れている

福祉系の部署と連携している

都市整備系の部署と連携している

あてはまる ややあてはまる あまりあてはまらない あてはまらない  

図-3 高齢者の移動手段確保の際の工夫 

 

行っている

70.0%

行っていない

30.0%

バス

82.1%

バス以外

17.9%

 

図-4 高齢者のための運賃施策の実施とその内訳 
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図-5 高齢者のためのバス運賃施策の内容 
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図-6 高齢者のためのバス運賃施策の内内訳 

 

していることがわかる．その一方で，高齢者の移動に関

する施策を行っているにも関わらず，福祉系の部署との

連携を行っていない自治体が37.9%存在する結果であっ

た． 

 高齢者のバス運賃施策の内容について，その内訳を図

-6に示す．こちらは，アンケートへの回答があった自治

体はその結果，アンケートへの回答が無かった自治体の

分は，各自治体の各種計画から調査を行い集計を行った

ものである．ここでの「無料」は高齢者のバス利用運賃

を無料とするもの，「定額」は高齢者のバス利用1乗車

を100円や200円の定額とするもの，「乗り放題」は一定

期間の料金を支払うことでその期間のバスが乗り放題と

なるもの，「割引」は高齢者のバス運賃が割り引かれる

ものとなっている．複数の施策を行っている自治体もあ

るが，ここでは，それぞれで集計を行っている．「乗り

放題」の実施が最も高く25.0%，「定額」の実施が次い

で23.3%となっている． 

 

 

4. 健康寿命への影響要因 
 

(1)健康寿命の算定 

 本研究では，全国の中核市の健康寿命の算定を行う．

健康寿命として，健康寿命の算定プログラム17)を用い，

「日常生活動作が自立している期間の平均」を算定した．

対象集団の年齢階級毎の人口は，各年1月1日時点の住民

基本台帳年齢階級別人口18)を用いた．不健康割合の分子

として用いる要介護2～5の認定者数は，厚生労働省が公

表している保険者別要介護（要支援）認定者数19)から算

定年の前年12月末時点のデータを用いた．死亡数は，人

口動態統計20)から算定年の前年のものを用いた．保険者 
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図-7 平均寿命と健康寿命との関係(2019年) 
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図-8 平均寿命と健康寿命の増減 

 

別要介護（要支援）認定者数について2013年12月以前の

ものは，男女別の集計結果が得られなかったため，健康

寿命の算定のための全てのデータが揃う2015年1月，

2016年1月，2017年1月，2018年1月，2019年1月の合計5年

間の健康寿命の算定を行った． 

 算定を行った健康寿命と平均寿命の関係について2019

年のものを図-7に示す．また，健康寿命と平均寿命の

2015年～2019年の増減（正が2015年より2019年に増加）

について図-8に示す．健康寿命と平均寿命は正の相関が

あり，健康寿命が高い都市は平均寿命も高い傾向にある．

性別にみると，女性の方が健康寿命も平均寿命も高い傾

向にある．2015年から2019年での平均寿命と健康寿命の

増減をみると，どちらも0～3歳増加している都市が多い

傾向だが，大きく増加した都市や大きく減少した都市も

存在する．健康寿命と平均寿命の増減については，性別
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で大きな傾向はみられない． 

 

(2)健康寿命に対する影響要因 

 健康寿命に影響する要因のうち，交通要因として路線

バス延長やバス停数，高齢者のための運賃施策の有無と

の関係をみる．また，都市の要因として，人口・世帯，

自然環境，経済基盤，行政基盤，教育，労働，文化・ス

ポーツ，居住，健康・医療，福祉・社会保障，安全との

関係をみる．これらの指標は，国土数値情報や自治体へ

のアンケート結果，各種計画からの調査，e-Stat指標デ

ータを用いている．用いた指標を表-2に示す． 

 本研究では，健康寿命に寄与する要因の分析として，

重回帰分析を用いた．目的変数を「2019年の健康寿命」

「2019年の平均寿命」「2019年の健康寿命と平均寿命の

差」「2015年～2019年の健康寿命の増減」「2015年～

2019年の平均寿命の増減」「2015年～2019年の健康寿命

と平均寿命の差の増減」の6つとした．また，説明変数

を表-2に示した指標とした．ただし，多重共線性を排除

するために，指標値のVIF統計量が5.0を超えるものの内，

どちらかの指標は分析に用いていない．具体的には，表

-2に示した指標の内，転出率，事業者あたり商業年間商

品販売額，中学校数，高等学校数，第2次産業就業者比

率，完全失業率，可住地面積100km2あたり一般診療所数

の7つの指標は除外して分析を行っている．重回帰分析

を行う際の変数の選択は，目的変数に影響のある指標を 

 

表-2 健康寿命に対する要因の指標 
路線バスの状況（国土数値情報）
・バス路線延長(2011) ・バス停数(2011)
施策の実施状況(アンケート結果・各種計画)
・無料施策 ・定額施策 ・乗り放題施策 ・割引施策
人口・世帯(e-Stat指標データ)
・昼夜間人口比率(2015) ・人口集中地区人口密度(2015)
・人口集中地区面積の変化率(2015) ・人口10万人あたりの外国人人口(2015)
・人口増減率(2015) ・転入超過率(2015) ・転入率(2015) ・転出率(2015)
・核家族世帯割合(2015) ・高齢夫婦のみの世帯の割合(2015)
・高齢単身世帯の割合(2015)
自然環境(e-Stat指標データ)
・都道府県面積に占める割合(2018) ・可住地面積割合(2018)
経済基盤(e-Stat指標データ)
・従業員1人あたり商業年間商品販売額(2015)
・事業所あたり商業年間商品販売額(2015)
行政基盤(e-Stat指標データ)
・納税義務者１人当たり課税対象所得(2018) ・標準財政規模(2017)
教育(e-Stat指標データ)
・可住地面積100km2当たり小学校数(2018)
・可住地面積100km2当たり中学校数(2018)
・可住地面積100km2当たり高等学校数(2018)
労働(e-Stat指標データ)
・就業者比率(2015) ・対就業者第1次産業就業者比率(2015)
・対就業者第2次産業就業者比率(2015) ・対就業者第3次産業就業者比率(2015)
・完全失業率(2015) ・他市町村への通勤者比率(2015)
・他市町村からの通勤者比率(2015) ・高齢者就業者割合(2015)
文化・スポーツ(e-Stat指標データ)
・人口100万人あたり公民館数(2015) ・人口100万人あたり図書館数(2015)
居住(e-Stat指標データ)
・持ち家比率(2018) ・対総住宅数空き家ひ率(2018)
・1住宅当たりの延べ面積(2018) ・人口1000人あたり小売店数(2016)
・人口1000人あたり飲食店数(2016) ・人口10万人あたり大型小売店数(2016)
・人口10万人あたり百貨店総合スーパー数(2016)
健康・医療(e-Stat指標データ)
・人口10万人あたり一般病院数(2015)
・人口10万人あたり一般診療所数(2015)
・可住地面積100km2あたり一般病院数(2017)
・可住地面積100km2あたり一般診療所数(2017)
福祉・社会保障(e-Stat指標データ)
・65歳以上人口10万人あたり介護老人福祉施設(2015)
安全(e-Stat指標データ)
・人口10万人あたり交通事故発生件数(2015)
・人口1000人あたり刑法犯認知件数(2005)  

多く解釈する目的から，減増法を用いている．変数選択

の基準は10％としている． 

 重回帰分析の結果として，男性のものを表-3に示す．

また女性のものを表-4に示す．表中の数値は標準偏回帰

係数となっている．変数の選択にて減増法を用いている

ため，表中では10%水準で有意であった変数のみが示さ

れている．当初，バス停数やバス路線延長が健康寿命や

平均寿命を延伸させることを想定していた．ただし，分

析の結果では，男性ではバス停数および路線延長でとも

に健康寿命と平均寿命に対して係数がマイナス，女性で

はバス停数および路線延長でともに平均寿命に対してマ

イナスの係数となっている．つまり，バス利用環境が整

っている方が健康寿命や平均寿命が短いことを示す． 

 高齢者のバス運賃施策の各種寿命への影響をみると，

男性では「バス無料施策」が「健康」「平均」「差」を

延伸する方向，「バス定額施策」が「差」を縮小する方

向，「バス乗り放題施策」が「健康」「平均」を縮小す

る方向，「バス割引施策」が「健康」「平均」を延伸す

る方向に影響している．女性では，「バス無料施策」が

「健康」「平均」「差」を延伸する方向，「バス定額施

策」が「差」を縮小する方向，「バス乗り放題施策」が

「健康」「平均」「差」を縮小する方向，「バス割引施

策」が「健康」「平均」を延伸させる方向に影響してい

る．当初，すべてのバス運賃施策について，健康寿命や

平均寿命を延伸させる方に影響することを想定していた

が，バス乗り放題施策に関しては逆の傾向となった． 

 以上のバス利用環境および，高齢者のためのバス運賃

施策の結果について考察を行う．「バス停数」「バス路

線延長」「バス無料施策」「バス定額施策」「バス乗り

放題施策」「バス割引施策」のそれぞれの関係について，

相関分析を行った．その結果を表-5に示す．バス停数と

施策の相関をみると，弱い関係だが「無料」「定額」

「割引」で係数がマイナスとなっている．同様にバス路

線延長も「定額」「割引」で係数がマイナスとなってい

る．つまり，バス利用環境の良い都市の方が，高齢者の

ための運賃施策を行っていない傾向にあることがわかる．

バス利用環境が良いが故に高齢者のためのバス運賃施策 

 

表-5 バス指標と施策の相関関係 

バス停数 路線延長 無料 定額 乗り放題 割引

バス停数 1.000 0.586 -0.036 -0.267 0.174 -0.007

路線延長 ** 1.000 0.167 -0.173 0.113 -0.084

無料 1.000 0.182 -0.157 -0.114

定額 * 1.000 -0.310 -0.226

乗り放題 * 1.000 -0.031

割引 † 1.000

バス停数：面積あたりのバス停数
路線延長：面積あたりのバスの路線延長
母相関係数の無相関の検定（**:1%有意,*:5%有意,†:10%有意）  
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表-3 健康寿命に対する影響要因（男性：標準偏回帰係数） 

男性

バス停数/面積 -0.47 * -0.61 ** -0.92 **

路線延長/面積 -0.49 ** -0.55 ** -0.55 ** -0.50 * -0.52 ** -0.63 **

バス無料施策ダミー 0.32 ** 0.32 ** 0.23 * 0.28 * 0.29 * 0.32 *

バス定額施策ダミー -0.18 †

バス乗り放題施策ダミー -0.19 † -0.20 †

バス割引施策ダミー 0.44 ** 0.46 ** 0.29 * 0.30 * 0.28 *

昼夜間人口比率 -1.34 *

人口集中地区人口密度 -1.16 **

人口集中地区面積の変化率 -0.29 *

外国人人口 1.06 ** 1.10 ** 0.51 * 0.53 * 0.71 **

人口増減率 0.58 **

転入超過率 1.02 ** 1.05 ** 0.89 ** 0.88 ** 0.59 **

転入率

核家族世帯割合

高齢夫婦のみの世帯の割合

高齢単身世帯の割合 -0.48 ** -0.51 **

総面積 0.50 **

可住地面積割合 0.39 * 0.47 *

商業年間商品販売額 -0.27 * -0.27 *

課税対象所得 0.69 ** 0.65 ** 0.55 * 0.57 * 0.53 *

標準財政規模 -0.21 † -0.29 †

小学校数

就業者比率 -0.94 ** -0.94 ** -0.53 **

第1次産業就業者比率 0.80 ** 0.79 **

第3次産業就業者比率 -0.43 ** -0.41 * 0.55 ** -0.32 † -0.31 †

他市区町村への通勤者比率 -1.67 *

他市区町村からの通勤者比率 -0.81 ** -0.77 ** 1.51 ** -0.64 ** -0.64 ** -0.73 **

高齢就業者割合 -0.75 ** -0.82 **

公民館数 0.21 * 0.27 *

図書館数

持ち家比率 0.50 ** 0.48 ** 0.46 * 0.43 *

空き家比率

１住宅当たりの延べ面積

小売店数（人口千人当たり） -0.77 ** -0.79 **

飲食店数（人口千人当たり） 0.99 ** 1.03 ** 0.56 ** 0.56 ** 0.34 *

大型小売店数 0.27 * 0.24 *

百貨店，総合スーパー数

一般病院数 -0.73 **

一般診療所数 0.57 ** 0.59 ** 0.25 † 0.26 † 0.26 †

一般病院数 1.10 ** 1.21 ** 1.88 **

介護老人福祉施設

交通事故発生件数 -0.39 ** -0.40 ** -0.41 ** -0.53 ** -0.53 ** -0.37 *

刑法犯認知件数 -0.87 ** -0.90 ** -0.42 * -0.40 *

定数項 ** ** ** ** ** **

自由度修正済み決定係数

（**:1%有意,*:5%有意,†:10%有意）
「健康」：2019年健康寿命，「平均」：2019年平均寿命，「差」：2019年平均寿命-2019年健康寿命
「健康増減」：2019年健康寿命-2015年健康寿命，「平均増減」：2019年平均寿命-2015年平均寿命
「差増減」：（2019年平均寿命-2019年健康寿命）-（2015年平均寿命-2015年健康寿命）

0.745 0.710 0.522 0.423 0.418 0.306

健康 平均 差 健康増減 平均増減 差増減

 

 

を行っていない可能性も考えられる．バス利用環境が

良くとも利用されなければ高齢者の外出や会話，健康

寿命に寄与しないことを考えると，バス利用環境と合

わせて高齢者の利用が促進される仕組みが必要である． 

 上記と同様にバス乗り放題施策と他の施策との相関

をみると，すべてで係数がマイナスとなっている．つ

まり，バス乗り放題施策を行っている都市は，他の運

賃施策を行っていない傾向にある．ここで，バス乗り

放題施策の料金についてみる．本調査によるアンケー

トによる回答と各市の公共交通基本計画などから抜粋

した結果では，多くの都市で5,000円～6,000円の料金設

定（1ヵ月換算）としている．収入の少ない高齢者にと

っては月6,000円の支出は大きく，購入していないこと

も考えられる．バス乗り放題施策は，購入した人に対 
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表-3 健康寿命に対する影響要因（女性：標準偏回帰係数） 

女性

バス停数/面積 -0.49 * -1.06 ** -0.57 **

路線延長/面積 -0.57 ** -0.64 ** -0.44 **

バス無料施策ダミー 0.20 * 0.28 ** 0.30 ** 0.25 *

バス定額施策ダミー -0.29 *

バス乗り放題施策ダミー -0.36 ** -0.19 † -0.25 *

バス割引施策ダミー 0.52 ** 0.56 ** 0.29 * 0.25 *

昼夜間人口比率

人口集中地区人口密度 0.38 * -1.13 **

人口集中地区面積の変化率 -0.31 *

外国人人口 1.03 ** 0.83 ** 0.54 ** 0.72 **

人口増減率 0.62 **

転入超過率 1.10 ** 1.05 ** 0.32 † 0.60 ** 0.69 ** 0.79 **

転入率 -0.47 *

核家族世帯割合 -0.66 **

高齢夫婦のみの世帯の割合 -0.55 ** -0.34 † -0.49 ** -0.32 †

高齢単身世帯の割合 -0.60 **

総面積 0.27 * 0.24 †

可住地面積割合 0.36 * 0.48 * 0.50 *

商業年間商品販売額 -0.40 ** -0.45 **

課税対象所得 1.06 ** 0.91 **

標準財政規模

小学校数

就業者比率 -0.46 * -0.33 † -0.50 ** -0.54 ** -0.66 ** -0.65 **

第1次産業就業者比率 0.86 ** 0.64 **

第3次産業就業者比率 -0.78 ** -0.62 ** 0.33 † -0.44 ** -0.36 *

他市区町村への通勤者比率

他市区町村からの通勤者比率 -0.93 ** -0.63 * -0.29 * -0.36 †

高齢就業者割合 -0.59 ** -0.55 **

公民館数

図書館数 0.22 * 0.19 †

持ち家比率 1.17 ** 0.71 ** 0.59 ** 0.80 ** 0.95 **

空き家比率

１住宅当たりの延べ面積 -0.74 ** -0.50 † 0.36 †

小売店数（人口千人当たり） -0.92 ** -0.56 * -0.72 *

飲食店数（人口千人当たり） 1.41 ** 0.85 ** 0.45 † 0.33 † 0.52 *

大型小売店数 0.41 ** 0.38 ** 0.37 *

百貨店，総合スーパー数

一般病院数 0.47 ** -0.45 *

一般診療所数 0.70 ** 0.63 ** 0.68 ** 0.42 ** 0.32 * 0.40 **

一般病院数 0.95 ** 1.67 **

介護老人福祉施設

交通事故発生件数 -0.51 ** -0.57 ** -0.69 ** -0.56 ** -0.65 ** -0.47 **

刑法犯認知件数 -0.97 ** -0.97 ** -0.56 **

定数項 ** ** ** ** ** **

自由度修正済み決定係数

（**:1%有意,*:5%有意,†:10%有意）
「健康」：2019年健康寿命，「平均」：2019年平均寿命，「差」：2019年平均寿命-2019年健康寿命
「健康増減」：2019年健康寿命-2015年健康寿命，「平均増減」：2019年平均寿命-2015年平均寿命
「差増減」：（2019年平均寿命-2019年健康寿命）-（2015年平均寿命-2015年健康寿命）

0.779 0.683 0.594 0.344 0.331 0.364

健康 平均 差 健康増減 平均増減 差増減

 

 

する外出促進効果は大きいが，購入のハードルの高さか

ら，利用者があまり多くないことも推測される．高齢者

のためのバス運賃施策については，多くの人に頻度の高

い外出をしてもらうこと，またその外出先で多くの会話

や交流があることが重要であり，施策の実施に際しては

これらを考慮することが重要である．ただし，本調査で

は乗り放題施策を行っている自治体からのアンケートの

回収は少なく，実際の利用者がどの程度いるのかについ

ては把握できていない．今後は，乗り放題施策に限らず，

各施策の利用者数に着目した分析も必要となってくる． 

「2019年の健康寿命」「2019年の平均寿命」「2019年の

健康寿命と平均寿命の差」「2015年～2019年の健康寿命

の増減」「2015年～2019年の平均寿命の増減」「2015年

～2019年の健康寿命と平均寿命の差の増減」を目的変数
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とした重回帰分析の結果では，自由度修正済み決定係数

は「2019年の健康寿命」「2019年の平均寿命」について

は，比較的高くなっている．その一方で，2015年～2019

年の増減を目的変数としてものについては，自由度修正

済み決定係数はあまり高くない．都市や交通の状況は一

時点の寿命は説明できるが，増減については説明できて

いない可能性がある．高齢者のためのバス運賃施策の結

果で各種寿命が変化したのか，ある寿命や属性を有して

いる都市で施策を実施したのかについては現段階では断

定はできない．これらの因果関係については，今後慎重

に追加分析を行わなければならない． 

 

 

5. おわりに 
 

 本研究では，健康寿命や平均寿命に対する交通・都市

の影響について分析を行った．交通では特に高齢者のた

めのバス運賃施策の実施が健康寿命や平均寿命に寄与す

るかについて分析を行った．その結果，バス無料施策や

バス割引施策に関しては健康寿命や平均寿命を延伸する

方向に寄与していることが示された．ただし，当初健康

寿命の延伸に寄与すると予想していたバス乗り放題施策

は，健康寿命や平均寿命を減少させる方に影響している

結果となった．これは乗り放題施策を実施している都市

は，他の高齢者のためのバス運賃施策を実施していない

傾向にあることや，施策利用料金が比較的高額であるた

めに利用者が少ないことが原因であると推測された．た

だし，これらの結果はあくまで推測であり，今後詳細な

検証が必要となる．同様に，高齢者のためのバス運賃施

策が健康寿命や平均寿命の延伸に寄与したのか，健康寿

命や平均寿命が高い（もしくは高くなる）ポテンシャル

を有している都市が施策を実施したのかの因果関係につ

いては，本研究では示せていない．これらの因果関係に

ついても今後の詳細な分析が必要となる． 
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